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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 従業員数は、就業人員数を表示しております。また、臨時従業員数は［ ］内に該当連結会計期間の平均人員を外数で記

載しております。 

  

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 24,357 24,640 25,566 48,630 49,364

経常利益 (百万円) 1,292 2,035 2,142 2,569 3,500

中間(当期)純利益 (百万円) 1,423 1,230 1,331 2,037 2,379

純資産額 (百万円) 27,598 28,745 31,201 27,699 29,554

総資産額 (百万円) 54,409 53,841 53,847 51,440 53,328

１株当たり純資産額 (円) 428.23 443.28 480.51 428.05 454.57

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 22.09 19.01 20.51 31.18 36.13

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 21.83 18.98 20.49 31.02 36.09

自己資本比率 (％) 50.7 53.4 57.9 53.8 55.4

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,817 1,615 1,119 4,103 4,068

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △452 △958 △826 △452 △1,772

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,423 97 △169 △4,998 △2,438

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 3,976 4,410 3,661 3,648 3,494

従業員数 (名) 
1,462 
［194］

1,425
［217］

1,381
［291］

1,422 
［159］

1,395
［241］



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第58期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、転換社債及びストックオプションの潜在株式を調整計算した

結果、１株当たり当期純利益が減少しないため記載しておりません。 

３ 第58期の１株当たり配当額６円には、東京証券取引所市場第一部上場20周年記念配当２円を含んでおります。 

４ 第59期の１株当たり配当額７円には、創業45周年記念配当１円を含んでおります。 

５ 従業員数は、就業人員数を表示しております。また、臨時従業員数は[ ]内に該当会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。 

  

回次 第58期中 第59期中 第60期中 第58期 第59期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 19,307 19,135 19,284 38,315 38,224

経常利益 (百万円) 737 1,136 1,350 1,125 1,891

中間(当期)純利益 (百万円) 958 726 891 956 1,136

資本金 (百万円) 9,816 9,816 9,816 9,816 9,816

発行済株式総数 (株) 65,140,945 65,140,945 65,140,945 65,140,945 65,140,945

純資産額 (百万円) 25,830 26,331 27,273 25,926 26,591

総資産額 (百万円) 50,332 48,755 47,018 48,030 48,173

１株当たり純資産額 (円) 400.79 406.05 420.02 400.70 409.02

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 14.87 11.22 13.72 14.49 17.03

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 14.75 11.21 13.71 ― 17.02

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― 3.00 4.00 6.00 7.00

自己資本比率 (％) 51.3 54.0 58.0 54.0 55.2

従業員数 (名) 
818 
[94]

791
[91]

764
［87］

795 
[92]

773
［89］



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

㈱バイリーンメディカルは平成17年９月14日に清算が結了したため、関係会社より除外いたしました。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における従業員の状況 

(平成17年９月30日現在) 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

  

(2) 提出会社の従業員の状況 

(平成17年９月30日現在) 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。 

なお、出向者(連結子会社への出向含む)114名は除いております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、その大多数(組合員数621名中601名)が連合労働組合を組織し、ＵＩゼンセン同盟に加入し

て、良好な労使関係にあります。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

不織布関連事業 
1,230 
[286] 

その他の事業 
4 

[ －] 

全社(共通) 
147 
[ 5] 

合計 
1,381 
[291] 

従業員数(名) 
764 
[87] 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

（１）業績 

当中間連結会計期間の経済環境は、原油価格高騰の影響が懸念されたものの、企業収益の改善にともなう設備投

資の増加、雇用環境の改善など、緩やかながらも順調に景気回復が進みました。 

このような状況下、当社グループは当期を最終年度とする中期経営計画の総仕上げとして、新規製品の開発、新

規市場の開拓を進めるとともに、品質のより一層の向上および生産性改善によるコストダウンに取り組みました。

また、海外における需要拡大に対応するため、北米の子会社および東アジアの関係会社の生産体制の整備拡充を進

めました。 

この結果、当中間連結会計期間の連結売上高は255億6千6百万円（前年同期比3.8％増）、連結経常利益は21億4千

2百万円（前年同期比5.3％増）、連結中間純利益は13億3千1百万円（前年同期比8.3％増）となりました。 

また、中間配当金は、当中間連結会計期間の業績や今後の経営環境などを踏まえ、前期中間配当より1円増額し、

１株につき4円の配当を実施させていただくことといたしました。 

  

事業の分野別業績は次のとおりであります。 

（1）不織布織布関連事業 

①衣料資材部門（売上高28億7千7百万円、前年同期比18.1％減） 

芯地および中入綿は、アパレル製品の国内生産の減少傾向が継続していることに加えて、ファッショントレンド

の変化により需要が減少したこともあり、前年同期を下回りました。一方、国内生産の移転先である海外の関係会

社の業績は堅調に推移いたしました。 

  

②メディコン資材部門（売上高33億3千3百万円、前年同期比3.0％増） 

貼付薬基布は、市場シェアを維持できたことにより、前年同期並を確保いたしました。ダストモップは、需要傾

向がさらに低価格品へ移行する中で、積極的な拡販に努めましたが、前年同期を下回りました。産業用防じんマス

クは、健康や安全への意識の高まりによりマスク装着率が向上したことと、景気回復に伴う市場の拡大が重なり、

前年同期を上回りました。 

  

③工業資材部門（売上高26億6千1百万円、前年同期比12.5％減） 

複写機用クリーニングロール材は、アフターマーケット向けの拡販、新規顧客の開拓の成果により、また液体濾

過材は、排水フィルタ用途の売上が伸びたことにより、前年同期を上回りました。プリント配線基板材は流通在庫

の増加および海外における競合品の台頭の影響を受け、前年同期を下回りました。 

  

④電気資材部門（売上高28億5千9百万円、前年同期比2.3％増） 

ニカド電池用セパレータは、北米における電動工具向けの需要は堅調に推移しましたが、ニッケル水素電池への

需要のシフトの影響を受け、前年同期を下回りました。ニッケル水素電池用セパレータは、環境保全意識の高まり

や原油高を要因としたハイブリッド自動車用電池セパレータ用途などの二次電池需要の増加により、前年同期を上

回りました。 



⑤自動車資材部門（売上高89億3千4百万円、前年同期比25.6％増） 

フロアマットは、日系自動車メーカーの世界的な躍進の流れを受け、日本および米国において既存商権が堅調に

推移し、また新規商権を獲得できたこともあり、前年同期を大幅に上回りました。天井材は、採用されている車種

の売れ行きが好調であったことにより、前年同期を大幅に上回りました。エアクリーナー材は、新製品の投入によ

り前年同期を上回りました。 

  

⑥空調資材部門（売上高42億8千4百万円、前年同期比1.5％減） 

オフィスビル向け中高性能フィルタは環境配慮型の新製品を投入し拡販に努めましたが、交換周期の延長や市場

価格の下落が影響し、前年同期を下回りました。塗装ブース用フィルタは自動車業界の活況を受けて伸長し、また

自動巻取用フィルタも堅調に推移したことから、前年同期を上回りました。自動車用キャビンエアフィルタは有望

なアフターマーケット分野での交換需要拡大に努めましたが、価格競争の激化により前年同期を下回りました。 

  

  

 (2) その他の事業（売上高6億1千5百万円、前年同期比4.8％増） 

  医療用具（注腸カテーテル）の販売は前年同期を下回りましたが、原料販売及び受取ロイヤリティは前年同期を

上回りました。 

  

 所在地別セグメント業績は次のとおりであります。 

（1）日本 

全般的に企業収益が好調に推移し緩やかながらも順調な景気回復が進んでいること、多くの産業に影響を与える

自動車産業が好調であったことなどから、自動車資材部門、電気資材部門およびメディコン資材部門の販売増に結

びつきました。しかしながら、衣料資材部門の海外現地調達化の傾向が続いていることや、空調資材部門や工業資

材部門での製品単価の下落というマイナス要因が影響し、当中間連結会計期間の売上高は218億1千6百万円と前年同

期比0.3％増となりました。営業利益は製造原価の低減効果もありましたが、前年同期比0.1％減の13億8千6百万円

となりました。 

  

（2）北米 

バイアムマニファクチュアリングインコーポレーテッドの自動車用フロアマットの販売は、搭載されている日系

メーカーの自動車販売が好調なことや新機能を付加した製品の拡販に努めた結果、売上高は40億9千5百万円と前年

同期比29.8％の大幅な増加となりました。営業利益は、売上高の増加や製造費の削減により、前年同期比62.5％増

の4億3百万円となりました。 

  

（3）アジア 

中国に設立いたしました自動車用フロアマットの製造会社、天津バイアムオートモーティブプロダクツカンパニ

ーリミテッドは当中間連結会計期間より本格的に生産を開始いたしました。主に日本への輸出販売であり、売上高

は3千4百万円となりました。 



（２）キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度

末に比べ1億6千7百万円増加し、36億6千1百万円になりました。また、当中間連結会計期間の資金の増加額は前中間

連結会計期間の資金の増加額と比較すると、5億9千5百万円の減少になりました。各活動別のキャッシュ・フローの

状況は以下のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、前中間連結会計期間に比べ4億9千6百万円減少し、11億1千9百万円になりまし

た。前中間連結会計期間からの減少の主な要因は、法人税等の支払額が4億1千6百万円増加したことなどによるもの

です。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動に使用した資金は、前中間連結会計期間に比べ1億3千1百万円減少し、8億2千6百万円になりました。前

中間連結会計期間からの減少の主な要因は、北米の大型投資案件が一服したため有形固定資産の取得による支出が4

億7千7百万円減少する一方、有形固定資産の売却による収入が2億7千3百万円減少したことなどによるものでありま

す。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動に使用した資金は、前中間連結会計期間に比べ2億6千6百万円増加し、1億6千9百万円になりました。増

加の主な要因は、前中間連結会計期間において長期借入金の借り入れを行ない、資金を2億1千7百万円得ましたが、

当中間連結会計期間は長期借り入れを控え、長期借入金の返済を3千3百万増加させたことなどによるものです。 

  

  

  

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注状況 

受注生産は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

部門別生産高

当中間連結会計期間
平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 
(百万円) 

前年同期比(％) 

《不織布関連事業》   

衣料資材部門 1,391 △28.5 

メディコン資材部門 2,453 8.9 

工業資材部門 2,289 △3.4 

電気資材部門 2,634 △3.4 

自動車資材部門 6,635 23.9 

空調資材部門 2,484 17.3 

不織布関連事業計 17,889 6.7 

《その他の事業》   

その他の事業 － － 

その他の事業計 － － 

合計 17,889 6.7 

部門別売上高

当中間連結会計期間
平成17年４月１日～ 
平成17年９月30日 
(百万円) 

前年同期比(％) 

《不織布関連事業》   

衣料資材部門 2,877 △18.1 

メディコン資材部門 3,333 3.0 

工業資材部門 2,661 △12.5 

電気資材部門 2,859 2.3 

自動車資材部門 8,934 25.6 

空調資材部門 4,284 △1.5 

不織布関連事業計 24,951 3.7 

《その他の事業》   

その他の事業 615 4.8 

その他の事業計 615 4.8 

合計 25,566 3.8 



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社、連結子会社及び持分法適用会社)の事業上及び財務上の対処す

べき課題に重要な変更及び新たに生じた問題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はありません。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループ（当社、連結子会社及び持分法適用会社）は、新規な素材や技術の開発を自ら行い早期に高機能性素

材を開発することにより、市場へのタイムリーな新製品投入を目指しています。このために不織布の専業メーカーと

して永年に亘り蓄積してきた不織布に関する多様な生産・加工技術と、多岐に亘る用途への適用技術とからなる基盤

技術を更に深耕しています。また、不織布に関連した分野における種々の技術や素材を積極的に取り込むことにも注

力しています。 

当社における研究開発組織は、各資材本部技術部、研究所、エンジニアリング部、技術支援部の４つの部門からな

っています。各資材本部技術部は、６資材本部の中でそれぞれ、衣料、自動車、空調、メディカル＆コンシューマ

ー、電気・電池、工業材料・ＯＡ機器等で用いる資材などに関連した用途分野を受け持ち、それぞれの営業部と直結

して短中期的な不織布製品の開発及び改良を行っています。一方、研究所では、不織布関連の既存分野の拡大と新規

分野の開拓を目指し、基本的な技術から応用加工までの新規技術及び新規材料について中長期的な開発に取り組んで

います。また、エンジニアリング部では、生産部門や関連子会社、海外関係会社などとの連携のもとに、不織布生産

設備及び加工設備を中心とした、新規生産技術や工程制御技術の研究に取り組むとともに、研究所が開発した新規技

術の設備化研究を行っています。技術支援部では、主要開発テーマの横断的調整や進捗管理、各資材本部技術部、研

究所、エンジニアリング部等から依頼された製品や競合品についての分析、新規分析方法の確立及び物性測定を担う

と同時に、工業所有権の出願・権利の保全、また外部技術情報やマーケット情報の提供やコア事業周辺の未着手新規

用途調査等の支援を行っています。２００５年度上期における特許出願件数は海外出願を含めて合計３１件でした。 

連結子会社の中で、バイアムマニファクチュアリングインコーポレーテッドは、自動車用フロアマットの米国で調

達される材料を使用して試作研究ならびに生産技術開発を目的とした活動を行っており、この研究開発費として当中

間連結会計期間においては3千2百万円計上されております。 

 当中間連結会計期間における研究開発費の総額は8億4千8百万円であり、セグメント別では全て「不織布関連事業」

におけるものであります。「その他の事業」における研究開発費の発生はありません。 

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更並びに重要な設備計画の完了はありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  



  

第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 定款での定めは、次のとおりであります。 

当会社の発行する株式の総数は、152,713千株とする。 

ただし、株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 152,713,000

計 152,713,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 65,140,945 65,140,945
東京証券取引所
市場第一部 

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式 

計 65,140,945 65,140,945 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 平成17年6月29日定時株主総会決議に基づくもの 

  中間会計期間末現在 
(平成17年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成17年11月30日) 

新株予約権の数（個） 372 （注）1 372 （注）1 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 37,200 (注) 2 37,200 (注) 2 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1  同左 

新株予約権の行使期間 平成17年8月1日～ 
平成37年6月29日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格    1 
資本組入額   1 

同左 

新株予約権の行使の条件 １．新株予約権の割り当てを受けた者
(以下「新株予約権者」という)は、
当社の取締役の地位を喪失したとき
に限り、新株予約権を行使できるも
のとする。ただしこの場合、新株予
約権者は、地位を喪失した日の翌日
(以下「権利行使開始日」という)か
ら当該権利行使開始日より10日を経
過する日までの間に限り、新株予約
権を行使することができる。 

２．上記１．に関わらず、新株予約権者
は以下の①②に定める場合には、そ
れぞれに定める期間内に限り新株予
約権を行使できる。 

  ① 新株予約権者が平成36年６月29
日に至るまでに権利行使開始日
を迎えなかった場合 

    平成36年６月30日から平成37年
６月29日 

  ② 当社が消滅会社となる合併契約
書、当社が完全子会社となる株
式交換契約書の議案または株式
移転の議案につき当社株主総会
で承認された場合 

    当該承認日の翌日から10日間 
３．新株予約権者が死亡した場合、相続
人は新株予約権を相続することがで
きる。ただし、相続人は、新株予約
権者が死亡退任した日の翌日から６
ヶ月を経過する日までの間に限り新
株予約権を行使できるものとする。 

４．各新株予約権の一部行使はできない
ものとする。 

５．この他の権利行使の条件は、株主総
会決議および取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権の割当を受け
た者との間で締結した新株予約権割
当契約の定めるところによる。 

同左 

  

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するときは取締役会の
承認を要する。 

同左 



(注) １ 新株予約権１個当たりの目的となる株式数は、１００株であります。 

     ２  当社が株式の分割または併合を行う場合、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調整し（１株未満の端数は

切捨て）、調整後の付与株式数に当該時点で行使または償却されていない新株予約権の総数を乗じた数とします。 

  調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

また、上記のほか、新株予約権発行日以降に、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合など、新株予約権の目的

となる株式の数の調整を必要とする事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件などを勘案の上、合理的

な範囲で付与株式数を調整します。 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年９月30日 ― 65,140,945 ― 9,816 ― 7,409

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

大日本インキ化学工業株式会社 東京都中央区日本橋三丁目7番20号 14,849 22.80

フロイデンベルグベタイリグン
グスゲーエムベーハー 

ドイツ ワインハイム・
ベルグシュトラーセ 69465 

14,647 22.49

東レ株式会社 東京都中央区日本橋室町二丁目1番1号 7,242 11.12

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 信託口 

東京都港区浜松町二丁目11番3号 2,371 3.64

日本トラスティサービス信託銀
行株式会社 信託口 

東京都中央区晴海一丁目8番11号 1,605 2.46

日本バイリーン取引先持株会 東京都千代田区外神田二丁目14番5号 1,235 1.90

モルガン・スタンレー・アン
ド・カンパニー・インターナシ
ョナル・リミテッド(常任代理
人 モルガン・スタンレー証券
会社東京支店) 

イングランド ロンドン キャナリーウ
ォーフ キャボットスクエア 25 
（東京都渋谷区恵比寿四丁目20番3号
恵比寿ガーデンプレイスタワー） 

1,153 1.77

日誠不動産株式会社 東京都中央区日本橋三丁目7番20号 1,000 1.54

日本バイリーン従業員持株会 東京都千代田区外神田二丁目14番5号 875 1.34

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町二丁目６番４号 655 1.01

計 ― 45,632 70.05



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 証券保管振替機構名義の株式2,000株(議決権2個)は、「完全議決権株式(その他)」に含まれております。 

２ 単元未満株式には、当社所有の自己株式227株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

(注) 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権1個)あります。 

なお、当該株式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の中に含めております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

207,000 
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

64,398,000 
64,398 同上

単元未満株式 
普通株式 

535,945 
― 同上

発行済株式総数 65,140,945 ― ― 

総株主の議決権 ― 64,398 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日本バイリーン株式会社 

東京都千代田区外神田 
２―14―５ 

207,000 ― 207,000 0.32

計 ― 207,000 ― 207,000 0.32



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

  

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 698 698 666 715 737 736

最低(円) 594 597 614 647 672 670



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。) に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間連結会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）については、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第3項のた

だし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。) に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年4月1日から平成16年9月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第5号）附則第3項のただし

書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の

中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    4,433 3,685   3,517 

２ 受取手形及び売掛金    13,483 13,357   13,192 

３ たな卸資産    5,244 5,626   5,573 

４ 繰延税金資産    671 573   752 

５ その他    995 1,571   2,022 

  貸倒引当金    △39 △43   △50 

  流動資産合計    24,789 46.0 24,770 46.0   25,007 46.9

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

 (1) 建物及び構築物 ※２ 7,537   7,438 7,546   

 (2) 機械装置及び運搬具 ※２ 5,309   5,166 5,339   

 (3) 土地 ※２ 4,255   4,217 4,253   

 (4) その他 ※２ 1,167 18,270 1,119 17,941 851 17,990 

２ 無形固定資産          

 (1) ソフトウェア   440   431 439   

 (2) その他   97 538 73 504 76 516 

３ 投資その他の資産          

 (1) 投資有価証券   4,601   5,618 4,883   

 (2) 繰延税金資産   1,862   1,684 1,706   

 (3) その他   3,881   3,411 3.306   

貸倒引当金   △102 10,242 △83 10,631 △83 9,813 

固定資産合計    29,051 54.0 29,077 54.0   28,320 53.1

資産合計    53,841 100.0 53,847 100.0   53,328 100.0



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ流動負債          

１ 支払手形及び買掛金    5,415 5,469   6,172 

２ 短期借入金    7,633 5,542   5,308 

３ 一年以内返済予定の 
  長期借入金 ※２  183 352   178 

４ 未払金    1,160 1,008   1,240 

５ 未払法人税等    633 336   564 

６ 賞与引当金    807 863   986 

７ その他    1,195 1,221   1,311 

  流動負債合計    17,029 31.6 14,794 27.5   15,761 29.6

Ⅱ固定負債          

１ 長期借入金 ※２  2,688 2,372   2,633 

２ 繰延税金負債    279 404   258 

３ 退職給付引当金    4,129 3,850   4,068 

４ 役員退職慰労引当金    250 54   281 

５ その他    462 897   506 

  固定負債合計    7,810 14.5 7,578 14.1   7,748 14.5

  負債合計    24,839 46.1 22,373 41.6   23,510 44.1

(少数株主持分)          

少数株主持分    256 0.5 272 0.5   263 0.5

(資本の部)          

Ⅰ資本金    9,816 18.2 9,816 18.2   9,816 18.4

Ⅱ資本剰余金    7,412 13.8 7,413 13.8   7,413 13.9

Ⅲ利益剰余金    12,712 23.6 14,701 27.3   13,667 25.6

Ⅳその他有価証券 
 評価差額金    103 0.2 221 0.4   131 0.2

Ⅴ為替換算調整勘定    △1,211 △2.2 △873 △1.6   △1,402 △2.6

Ⅵ自己株式    △87 △0.2 △77 △0.2   △71 △0.1

  資本合計    28,745 53.4 31,201 57.9   29,554 55.4

  負債、少数株主持分 
  及び資本合計    53,841 100.0 53,847 100.0   53,328 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ売上高    24,640 100.0 25,566 100.0   49,364 100.0

Ⅱ売上原価    18,556 75.3 19,399 75.9   37,680 76.3

  売上総利益    6,083 24.7 6,167 24.1   11,683 23.7

Ⅲ販売費及び一般管理費 ※１  4,454 18.1 4,405 17.2   8,924 18.1

  営業利益    1,629 6.6 1,762 6.9   2,758 5.6

Ⅳ営業外収益          

１ 受取利息   14   11 25   

２ 受取配当金   40   9 46   

３ 持分法による投資利益   392   341 793   

４ 為替差益   32   51 20   

５ その他   50 530 2.2 68 482 1.9 120 1,005 2.0

Ⅴ営業外費用          

１ 支払利息   76   76 156   

２ たな卸資産棄却損   18   12 59   

３ その他   29 123 0.5 13 102 0.4 47 264 0.5

  経常利益    2,035 8.3 2,142 8.4   3,500 7.1

Ⅵ特別利益          

１ 貸倒引当金戻入益   9   8 6   

２ 固定資産売却益 ※２ 12   1 12   

３ 投資有価証券売却益   26   － 79   

４ 退職給付引当金戻入益   －   11 －   

５ その他   10 58 0.2 0 21 0.1 14 113 0.2

Ⅶ特別損失          

１ 固定資産処分損 ※３ 33   － 174   

２ 固定資産除却損   －   73 －   

３ 減損損失 ※４ －   109 －   

４ 合弁事業解消損   －   － 130   

５ その他   0 34 0.1 0 183 0.8 10 315 0.6

税金等調整前 
中間（当期）純利益    2,059 8.4 1,980 7.7   3,298 6.7

法人税、住民税 
及び事業税   727   350 777   

法人税等調整額   87 815 3.3 280 631 2.4 120 897 1.9

少数株主利益    13 0.1 17 0.1   21 0.0

中間（当期）純利益    1,230 5.0 1,331 5.2   2,379 4.8

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   7,410 7,413   7,410

Ⅱ 資本剰余金増加高     

 １ 自己株式処分差益 1 1 0 0 2 2

Ⅲ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  7,412 7,413   7,413

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   11,896 13,667   11,896

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間(当期)純利益 1,230 1,230 1,331 1,331 2,379 2,379

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 配当金 387 259 582 

２ 役員賞与 26 414 37 297 26 609

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  12,712 14,701   13,667

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前中間(当期)
純利益 

 2,059 1,980 3,298

   減価償却費  994 904 2,001

減損損失  － 109 －

   貸倒引当金の増減額 
   (減少：△) 

 △53 △6 △61

   賞与引当金の増減額 
   (減少：△) 

 47 △123 226

   退職給付引当金の増減額 
   (減少：△) 

 37 △218 △23

   役員退職慰労引当金の 
   増減額(減少：△) 

 27 △227 57

   固定資産売却損益・ 
   除却損(益：△) 

 21 71 161

   投資有価証券売却損益・ 
   評価損(益：△) 

 △26 0 △79

   合弁事業解消損  － － 130

   受取利息及び配当金  △54 △20 △71

   支払利息  76 76 156

   持分法による投資損益(受 
   取配当金相殺後・益：△) 

 △298 △341 △393

   売上債権の増減額 
   (増加：△) 

 △1,281 △111 △991

   たな卸資産の増減額 
   (増加：△) 

 76 △35 △262

   仕入債務の増減額 
   (減少：△) 

 232 △732 1,012

   その他  △108 402 △857

    小計  1,751 1,730 4,305

   利息及び配当金の受取額  64 13 88

   利息の支払額  △73 △81 △151

   法人税等の支払額  △126 △542 △173

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー 

 1,615 1,119 4,068



  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

   定期預金の預入による支出  △0 △0 △0

   有形固定資産の取得 
   による支出 

 △1,344 △867 △2,192

   有形固定資産の売却 
   による収入 

 274 1 273

   無形固定資産の取得 
   による支出 

 △53 △61 △108

   投資有価証券の取得 
   による支出 

 △14 △27 △21

   投資有価証券の売却 
   による収入 

 45 10 166

   貸付けによる支出  △9 － △18

   貸付金の回収による収入  91 81 92

   その他  52 36 34

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー 

 △958 △826 △1,772

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

   短期借入金の純増減額 
   (減少：△) 

 293 209 △2,021

   長期借入れによる収入  217 － 216

   長期借入金の返済 
   による支出 

 △75 △108 △118

   自己株式の取得による支出  △3 △11 △22

自己株式処分（ストック 
オプション権利行使）に 
よる収入 

 63 5 99

   配当金の支払額  △387 △259 △582

   少数株主への配当金の 
   支払額 

 △10 △5 △10

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー 

 97 △169 △2,438

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 7 43 △11

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  増減額 

 762 167 △153

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 3,648 3,494 3,648

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金 
同等物の増加額 

 － － 0

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 4,410 3,661 3,494

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

Ⅰ 連結会計方針に関する記載事項 

 (1) 連結の範囲に関する事項 

   連結子会社  17社 

    主要会社名 

    (国内) 

     バイリーンクリエイト㈱ 

     パシフィック技研㈱ 

     小山化学㈱ 他 9社   

    (海外) 

     バイアムマニファクチュ

アリングインコーポレー

テッド 他 4社 

   なお、天津バイアムオートモ

ーティブプロダクツカンパニ

ーリミテッドは当中間連結会

計期間において新たに設立し

たことにより、連結子会社の

範囲に含めております。 

   非連結子会社はジャパンバイ

リーン(ホンコン)リミテッド

及びバイリーンインダストリ

ーコリアインコーポレーテッ

ドであります。 

   非連結子会社は、総資産、売

上高、中間純損益(持分に見

合う額)及び利益剰余金(持分

に見合う額)等の観点からみ

ていずれも小規模であり、全

体としても中間連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていな

いため連結の範囲から除外し

ております。 

Ⅰ 連結会計方針に関する記載事項 

 (1) 連結の範囲に関する事項 

   連結子会社  16社 

    主要会社名 

    (国内) 

     バイリーンクリエイト㈱ 

     パシフィック技研㈱ 

     小山化学㈱ 他 7社  

    (海外) 

     バイアムマニファクチュ

アリングインコーポレー

テッド 他 5社 

国内連結子会社である株式会

社バイリーンメディカルは平

成17年9月14日に清算を結了

したため、連結子会社数には

含めておりませんが、清算日

までの損益計算書のみを連結

しております。 

  

Ⅰ 連結会計方針に関する記載事項 

 (1) 連結の範囲に関する事項 

   連結子会社 17社 

    主要会社名 

    (国内) 

     バイリーンクリエイト㈱ 

     パシフィック技研㈱ 

     小山化学㈱ 他 8社  

    (海外) 

バイアムマニファクチュ

アリングインコーポレー

テッド 他 5社 

国内連結子会社であるファッ

ションマテリアルズ株式会社

は平成17年3月28日に清算を

結了したため、連結子会社数

には含めておりませんが、清

算日までの損益計算書のみを

連結しております。 

従来より非連結子会社の範囲

に含まれております、海外子

会社であるジャパンバイリー

ン（ホンコン）リミテッドは

重要性が増したことから、当

連結会計年度から連結子会社

数に含めております。 

天津バイアムオートモーティ

ブプロダクツカンパニーリミ

テッドは当連結会計年度にお

いて新たに設立したことによ

り、連結子会社の範囲に含め

ております。 

海外子会社であるバイリーン

インダストリーコリアインコ

ーポレーデッドは当連結会計

年度中に清算を結了したた

め、非連結子会社数より除い

ております。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (2) 持分法の適用に関する事項 

   非連結子会社2社及び関連会

社12社のうち関連会社フロイ

デンベルグ＆バイリーンノン

ウーブンズ(タイワン)カンパ

ニーリミテッド他6社に対す

る投資について持分法を適用

しております。 

 また、非連結子会社ジャパン

バイリーン(ホンコン)リミテ

ッド他１社及び関連会社フィ

レドンサービス㈱他4社は、

中間純損益(持分に見合う額)

及び利益剰余金(持分に見合

う額)等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重

要性がないため持分法は適用

しておりません。 

 (2) 持分法の適用に関する事項 

   関連会社11社のうちフロイデ

ンベルグ＆バイリーンノンウ

ーブンズ(タイワン)カンパニ

ーリミテッド他7社に対する

投資について持分法を適用し

ております。 

 また、関連会社フィレドンサ

ービス㈱他2社は、中間純損

益(持分に見合う額)及び利益

剰余金(持分に見合う額)等に

及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がない

ため持分法は適用しておりま

せん。 

 (2) 持分法の適用に関する事項 

関連会社11社のうちフロイデ

ンベルグ＆バイリーンノンウ

ーブンズ(タイワン)カンパニ

ーリミテッド他7社に対する投

資について持分法を適用して

おります。 

フロイデンベルグ＆バイリー

ンフィルタ（チャンチュン）

カンパニーリミテッドは当連

結会計年度において持分法適

用関連会社であるフロイデン

ベルグ＆バイリーンノンウー

ブンズ(スーチョウ)カンパニ

ーリミテッドの70％の出資で

新たに設立したことにより、

持分法の適用範囲に含めてお

ります。 

   また、関連会社フィレドンサ

ービス㈱他2社は、連結純損

益及び連結利益剰余金等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないた

め持分法は適用しておりませ

ん。 

 (3) 連結子会社の中間決算日等に

関する事項 

連結子会社12社の中間決算日

は9月30日であり、バイアム

マニファクチュアリングイン

コーポレーテッド、バイアム

マネジメント(CA)インコーポ

レーテッド、バイアムホール

ディングインコーポレーテッ

ド、バイアム(TN)リミテッド

パートナーシップ及び天津バ

イアムオートモーティブプロ

ダクツカンパニーリミテッド

の中間決算日は6月30日であ

ります。 

   中間連結財務諸表の作成にあ

たっては、当該財務諸表を使

用し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引について

は必要な調整を行っておりま

す。 

 (3) 連結子会社の中間決算日等に

関する事項 

連結子会社10社の中間決算日

は9月30日であり、バイアム

ホールディングインコーポレ

ーテッド、バイアムマニファ

クチュアリングインコーポレ

ーテッド及びバイアムマネジ

メント(CA)インコーポレーテ

ッド他3社の中間決算日は6月

30日であります。 

   中間連結財務諸表の作成にあ

たっては、当該財務諸表を使

用し、中間連結決算日との間

に生じた重要な取引について

は必要な調整を行っておりま

す。 

 (3) 連結子会社の事業年度等に関

する事項 

連結子会社11社の決算日は3

月31日であり、バイアムホー

ルディングインコーポレーテ

ッド、バイアムマニファクチ

ュアリングインコーポレーテ

ッド及びバイアムマネジメン

ト(CA)インコーポレーテッド

他3社の決算日は12月31日であ

ります。 

連結財務諸表の作成にあたっ

ては、当該財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引については必要

な調整を行っております。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (4) 会計処理基準に関する事項 

 １ 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

 (4) 会計処理基準に関する事項 

 １ 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

 (4) 会計処理基準に関する事項 

 １ 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

   その他有価証券 

    時価のあるもの……中間連

結会計期間末日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移動

平均法により算定)によっ

ております。 

   その他有価証券 

    時価のあるもの……同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの……決算期

末日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は、全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

り算定)によっておりま

す。 

    時価のないもの……移動平

均法による原価法によって

おります。 

    時価のないもの……同左     時価のないもの……同左 

  ② デリバティブ取引 

    時価法によっております。 

  ② デリバティブ取引 

同左 

  ② デリバティブ取引 

同左 

  ③ たな卸資産 

    当社は総平均法による原価

法、連結子会社は主として

最終仕入原価法による原価

法によっております。 

  ③ たな卸資産 

同左 

  ③ たな卸資産 

同左 

 ２ 重要な減価償却資産の減価償

却方法 

    有形固定資産……当社は建

物(附属設備を除く)は定額

法、その他の有形固定資産

は定率法によっておりま

す。また、国内連結子会社

は、主に定率法によってお

りますが、平成10年４月１

日以降に取得した建物(附

属設備を除く)については

定額法によっております。

在外連結子会社は定額法及

び加速度償却法を採用して

おります。 

    なお、主な耐用年数は、建

物38年～50年、機械装置９

年であります。   

 ２ 重要な減価償却資産の減価償

却方法 

    有形固定資産…同左 

 ２ 重要な減価償却資産の減価償

却方法 

    有形固定資産…同左 

    無形固定資産…当社及び国

内連結子会社は定額法によ

っております。なお、自社

利用のソフトウェアについ

ては、社内における見込み

利用可能期間(５年)による

定額法によっております。 

    無形固定資産…同左     無形固定資産…同左 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ３ 重要な引当金の計上基準 
    貸倒引当金…債権の貸倒れ

による損失に備えるため、
一般債権については貸倒実
績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個
別に債権の回収可能性を検
討して回収不能見込額を計
上しております。 

 ３ 重要な引当金の計上基準 
    貸倒引当金…当社及び連結

子会社は、債権の貸倒れに
よる損失に備えるため、一
般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別
に債権の回収可能性を検討
して回収不能見込額を計上
しております。 

 ３ 重要な引当金の計上基準 

    貸倒引当金…同左 

    賞与引当金…従業員に対し
て支給する賞与の支出に充
てるため、支給見込額によ
り計上しております。 

賞与引当金…当社及び国内
連結子会社は、従業員に対
して支給する賞与の支出に
充てるため、支給見込額に
より計上しております。 

    賞与引当金…同左 

    退職給付引当金…従業員の
退職給付に備えるため、当
連結会計年度末における退
職給付債務及び年金資産の
見込額に基づき、当中間連
結会計期間末において発生
していると認められる額を
計上しております。 

    過去勤務債務はその発生時
の従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数(５年)
による定額法により費用処
理しております。 

    数理計算上の差異は、各連
結会計年度の発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数(10年)
による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌連
結会計年度から費用処理し
ております。 

    退職給付引当金…当社及び
国内連結子会社は、従業員
の退職給付に備えるため、
当連結会計年度末における
退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当中間
連結会計期間末において発
生していると認められる額
を計上しております。 

    過去勤務債務は、その発生
時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数(５
年)による定額法により費
用処理しております。 
数理計算上の差異は、各連
結会計年度の発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期
間以内の一定の年数(10年)
による定額法により按分し
た額をそれぞれ発生の翌連
結会計年度から費用処理し
ております。 

退職給付引当金…従業員の

退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退

職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、計上して

おります。 

過去勤務債務は、その発生
時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５

年)による定額法により費

用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数(10年)

による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理し

ております。 

    役員退職慰労引当金…当社
及び子会社の一部は、役員
の退職慰労金の支給に備え
るため、内規に基づく中間
連結会計期間末要支給額の
100％を計上しておりま
す。 

    役員退職慰労引当金…子会
社の一部は、役員の退職慰
労金の支給に備えるため、
内規に基づく中間連結会計
期間末支給見込額の100％
を計上しております。 
（追加情報） 
当社は、役員の報酬制度改
正の一環として、平成17年
6月29日開催の第59回定時
株主総会において役員退職
金制度を廃止するととも
に、重任する役員に対して
は当該総会までの期間に対
応する役員退職金を当該重
任役員の退任時に支給する
ことが承認されました。こ
れに伴い、当該総会までの
期間に対応する重任役員の
退職金相当額については長
期未払金として固定負債
「その他」に振替えており
ます。 

  

    役員退職慰労引当金…当社

及び子会社の一部は、役員

の退職慰労金の支給に備え

るため、内規に基づく期末

支給見込額の100％を計上

しております。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ４ 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中

間連結会計期間末日の直物

為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として

処理しております。なお、

在外子会社等の資産及び負

債は中間決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、

収益及び費用並びにキャッ

シュ・フローは、期中平均

相場により円貨に換算し、

換算差額は資本の部におけ

る為替換算調整勘定に含め

ております。 

 ４ 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

同左 

 ４ 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、連

結会計年度末日の直物為替

相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理

しております。 

なお、在外子会社等の資産

及び負債は連結会計年度末

日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用

並びにキャッシュ・フロー

は期中平均相場により円貨

に換算し、換算差額は資本

の部における為替換算調整

勘定に含めております。 

 ５ 重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

 ５ 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 ５ 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 ６ 重要なヘッジ会計の方法 

    ・ヘッジ会計の方法 

     原則として繰延ヘッジ処

理によっております。な

お、特例処理の要件を満

たしている金利スワップ

についは特例処理を採用

しております。 

 ６ 重要なヘッジ会計の方法 

    ・ヘッジ会計の方法 

同左 

 ６ 重要なヘッジ会計の方法 

    ・ヘッジ会計の方法 

同左 

    ・ヘッジ手段とヘッジ対象 

     ヘッジ手段：金利スワッ

プ 

     ヘッジ対象：借入金 

    ・ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

    ・ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

    ・ヘッジ方針 

借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利ス

ワップを行っており、ヘ

ッジ対象の識別は個別契

約ごとに行っておりま

す。 

    ・ヘッジ方針 

同左 

    ・ヘッジ方針 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

    ・ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象のキャッシ

ュ・フロー変動の累計又

は相場変動とヘッジ手段

のキャッシュ・フロー変

動の累計又は相場変動を

半期毎に比較し、両者の

変動額等を基礎にして、

ヘッジ有効性を評価して

おります。ただし、特例

処理によっている金利ス

ワップについては、有効

性の評価を省略しており

ます。 

    ・ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

・ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 ７ その他中間連結財務諸表の作

成の基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

国内連結会社は税抜方式に

よっております。 

② 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用してお

ります。 

 ７ その他中間連結財務諸表の作

成の基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

  

② 連結納税制度の適用 

同左 

 ７ その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

同左 

  

② 連結納税制度の適用 

同左 

 (5) 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

   中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなっ

ております。 

 (5) 中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

同左 

 (5) 連結キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

   連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現

金同等物)は、手許現金、随

時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっており

ます。 



会計処理の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

①売上の計上基準 

従来、受取ロイヤルティ及び受

取販売コミッションについて

は、「営業外収益」に計上して

おりましたが、当中間連結会計

期間から「売上高」に含めて計

上することに変更しておりま

す。 

この変更は、当該収入が当社グ

ループの営業活動の成果であ

り、また、積極的な海外展開に

より金額的に重要性が高まった

ことから、損益をより明確に区

分表示するために行ったもので

あります。この変更により、従

来の方法によった場合に比べ、

「売上高」及び「営業利益」は

69百万円増加し、「営業外収

益」は同額減少しましたが、

「経常利益」及び「税金等調整

前中間(当期)純利益」は影響あ

りません。 

なお、セグメント情報に与える

影響は「所在地別セグメント情

報」の(注)２及び「海外売上

高」の(注)３に記載しておりま

す。 

  

―――――――――― 

①売上の計上基準
従来、受取ロイヤルティ及び受取
販売コミッションについては、
「営業外収益」に計上しておりま
したが、当連結会計年度より、
「売上高」に含めて計上すること
に変更しております。 
この変更は、当該収入が当社グル
ープの営業活動の成果であり、ま
た、積極的な海外展開により金額
的に重要性が高まったことから、
損益をより明確に区分表示するた
めに行ったものであります。この
結果、従来の方法によった場合に
比べ、「売上高」及び「営業利
益」は172百万円増加し、「営業
外収益」は同額減少しましたが、
「経常利益」及び「税金等調整前
当期純利益」は影響ありません。 
なお、セグメント情報に与える影
響は「所在地別セグメント情報」
の(注)２及び「海外売上高」の
(注)３に記載しております。 

②外貨建の資産及び負債の本邦通貨

への換算基準 

従来、在外連結子会社の財務諸

表項目のうち、収益及び費用並

びにキャッシュ・フローの換算

方法を中間連結会計期間末の直

物為替相場により円貨に換算し

ておりましたが、当中間連結会

計期間より期中平均相場による

方法に変更しております。 

この変更は、在外連結子会社等

の重要性の増加及び四半期業績

の報告の必要性に伴い、収益及

び費用の各項目が連結会計年度

を通じて発生する在外連結子会

社等の業績を、より正確に連結

財務諸表に反映させるために行

ったものであります。 

なお、当該変更の当中間連結財

務諸表に与える影響は軽微であ

ります。また、セグメント情報

に与える影響は「所在地別セグ

メント情報」の(注)３及び「海

外売上高」の(注)４に記載して

おります。 

  

―――――――――― 

②外貨建の資産及び負債の本邦通貨
への換算基準 
従来、在外連結子会社の財務諸
表項目のうち、収益及び費用並
びにキャッシュ・フローの換算
方法を連結会計年度末日の直物
為替相場により円貨に換算して
おりましたが、当連結会計年度
より期中平均相場による方法に
変更しております。 
この変更は、在外連結子会社等
の重要性の増加及び四半期業績
の報告の必要性に伴い、収益及
び費用の各項目が連結会計年度
を通じて発生する在外連結子会
社等の業績を、より正確に連結
財務諸表に反映させるために行
ったものであります。 
この結果、従来の方法によった
場合に比べ「売上高」は231百
万円、「営業利益」は19百万
円、「経常利益」は29百万円、
「税金等調整前当期純利益」は
29百万円それぞれ増加しており
ます。 
なお、セグメント情報に与える
影響は「所在地別セグメント情
報」の(注)３及び「海外売上
高」の(注)４に記載しておりま
す。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――――――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定

資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計

基準に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会

平成14年8月9日)）及び「固定

資産の減損に係る会計指針の適

用指針」（企業会計基準適用指

針第6号 平成15年10月31日）

を適用しております。 

これにより税金等調整前中間純

利益は109百万円減少しており

ます。なお、減損損失累計額に

ついては、改正後の中間連結財

務諸諸表規則に基づき、各資産

の金額から直接控除しておりま

す。 

―――――――――― 



表示方法の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間まで投資活動におけるキャッシ

ュ・フロー「その他」に含めておりました「無形固定

資産の取得による支出」は重要性が増したため、当中

間連結会計期間より区分掲記することといたしまし

た。 

なお、前中間連結会計期間における「無形固定資産の

取得による支出」は56百万円であります。 

  

―――――――――― 

―――――――――― （中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間まで特別損失の「固定資産処分

損」に含めておりました「固定資産除却損」は当中間

連結会計期間より区分掲記することといたしました。 

なお、前中間連結会計期間の特別損失の「固定資産処

分損」に含まれる「固定資産除却損」は23百万円であ

ります。 

  



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

44,973百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

44,869百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

44,272百万円 

※２ 担保に供している資産及びそ

の対応債務 

建物及び 
構築物 

3,647百万円

機械装置 
及び運搬具 

2,157百万円

土地 207百万円

その他 336百万円

計 6,348百万円

※２ 担保に供している資産及びそ

の対応債務 

建物及び
構築物 

3,559百万円

機械装置
及び運搬具 

2,096百万円

土地 207百万円

その他 342百万円

計 6,206百万円

※２ 担保に供している資産及びそ

の対応債務 

建物及び
構築物 

3,619百万円

機械装置
及び運搬具 

2,224百万円

土地 207百万円

その他 311百万円

計 6,362百万円

   上記物件については工場財団

を組成し、長期借入金340百

万円及び一年以内返済予定の

長期借入金80百万円の担保に

供しております。 

   上記物件については工場財団

を組成し、長期借入金260百

万円及び一年以内返済予定の

長期借入金80百万円の担保に

供しております。 

   上記物件については工場財団

を組成し、長期借入金300百

万円及び一年以内返済予定の

長期借入金80百万円の担保に

供しております。 

 ３① 保証債務 

   1) フロイデンベルグ＆バイリ

ーンノンウーブンズ(スー

チョウ)カンパニーリミテ

ッド 

    284百万円 

    (US$ 2,562,339.87) 

       (借入金、仕入債務) 

 ３① 保証債務 

   1) フロイデンベルグ＆バイリ

ーンノンウーブンズ(スー

チョウ)カンパニーリミテ

ッド 

    305百万円 

    (US$ 2,700,000) 

       (借入金、仕入債務) 

 ３① 保証債務 

   1)フロイデンベルグ＆バイリ

ーンノンウーブンズ(スー

チョウ)カンパニーリミテ

ッド 

    289百万円 

    (US$ 2,700,000) 

       (借入金、仕入債務) 

   2) ㈱オートマジカ 

    365百万円(借入金) 

   2) ㈱オートマジカ 

    199百万円(借入金) 

   2) ㈱オートマジカ 

    332百万円(借入金) 

    (注)当社のほか２社で連帯

保証を行なっております。 

    (注)当社のほか２社で連帯

保証を行なっております。 

なお、連帯債務者２社との

間の平成17年3月31日付合

弁解消契約書により、実質

的に当社の債務負担が発生

する可能性は低いと考えて

おります。 

    (注)当社のほか２社で連帯

保証を行なっております。 

   3) コリアバイリーンカンパニ

ーリミテッド 

    678百万円 

   (Won 7,000,000,000)(借入金)

   3) ―――――――――    3) コリアバイリーンカンパニ

ーリミテッド 

    318百万円 

   (Won 3,000,000,000)(借入金)

   4) 当社従業員 

    6百万円(借入金) 

   4) 当社従業員 

    5百万円(借入金) 

   4) 当社従業員 

    5百万円(借入金) 

  ② 保証予約 

   1) フロイデンベルグ＆バイリ

ーンインターナショナルリ

ミテッド 

    0百万円 

(HK$ 9,548.61)(借入金) 

  ② 保証予約 

   1) フロイデンベルグ＆バイリ

ーンインターナショナルリ

ミテッド 

    6百万円 

(HK$ 433,052.81)(借入金) 

  ② 保証予約 

   1) フロイデンベルグ＆バイリ

ーンインターナショナルリ

ミテッド 

    34百万円 

(HK$ 2,500,936.03)(借入金) 

   2) ―――――――――    2) フロイデンベルグ＆バイリ

ーンノンウーブンズ(スー

チョウ)カンパニーリミテ

ッド 

    226百万円 

    (US$ 2,000,000)(借入金) 

   2) ――――――――― 

 ４ 受取手形裏書譲渡高 

81百万円 

 ４ 受取手形裏書譲渡高 

98百万円 

 ４ 受取手形裏書譲渡高 

83百万円 



(中間連結損益計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主な
もの 

荷造費・ 
運賃 

623百万円

給料手当 1,250百万円

賞与引当金 
繰入額 

245百万円

退職 
給付費用 

147百万円

福利厚生費 202百万円

減価償却費 161百万円

賃借料 324百万円

研究開発費 388百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主な
もの 

荷造費・
運賃 

600百万円

給料・賞与 1,212百万円

賞与引当金
繰入額 

268百万円

退職 
給付費用 

93百万円

福利厚生費 215百万円

減価償却費 134百万円

賃借料 298百万円

研究開発費 368百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主な
もの 

荷造費・
運賃 

1,196百万円

給料・賞与 2,521百万円

賞与引当金 
繰入額 

300百万円

退職
給付費用 

418百万円

福利厚生費 417百万円

減価償却費 308百万円

賃借料 633百万円

研究開発費 799百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は次の
とおりであります。 

  

機械装置 
及び運搬具 

12百万円

計 12百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は次の
とおりであります。 

  

その他 1百万円

計 1百万円

※２ 固定資産売却益の内訳は次の
とおりであります。 
機械装置
及び運搬具 

12百万円

計 12百万円

 

※３ 固定資産処分損の内訳は次の
とおりであります。 

建物及び 
構築物 

3百万円

機械装置 
及び運搬具 

16百万円

土地 8百万円

その他 4百万円

計 33百万円

※３ ―――――――――
  

※３ 固定資産処分損の内訳は次の
とおりであります。 

建物及び
構築物 

6百万円

機械装置
及び運搬具 

116百万円

土地 8百万円

その他 43百万円

計 174百万円

※４ ――――――――― 
  

※４ 減損損失
当社グループは以下の資産グ
ループについて減損損失を計
上しております。 

当社グループは事業用資産を
製品分野別にグルーピング
し、将来の使用が見込まれな
い資産及び売却予定資産につ
いては、個別の資産グループ
としております。 
上記資産については、市場価
格が著しく下落していること
から帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減
損損失として特別損失に計上
しております。その内訳は建
物62百万円、土地47百万円で
あります。なお、当該資産グ
ループの回収可能価額は、正
味売却価額により測定してお
り、固定資産税評価額等に基
づき評価しております。 

場所 用途 種類

長野県
佐久穂町

売却予定資産
土地
建物 

福岡県
粕谷町 

売却予定資産
土地
建物 

※４ ――――――――― 
  



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間連結会

計期間末残高と中間連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び 
預金勘定 

4,433百万円

預入れ期間が 
３ヶ月を超える 
定期預金 

△23百万円

現金及び 
預金同等物 

4,410百万円

 現金及び現金同等物の中間連結会

計期間末残高と中間連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額と

の関係 

現金及び 
預金勘定 

3,685百万円

預入れ期間が
３ヶ月を超える 
定期預金 

△23百万円

現金及び 
預金同等物 

3,661百万円

 現金及び現金同等物の連結会計期

間末残高と連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

  

現金及び
預金勘定 

3,517百万円

預入れ期間が
３ヶ月を超える 
定期預金 

△23百万円

現金及び
預金同等物 

3,494百万円



(リース取引関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間連結会計期間末残高相

当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間連結会計期間末残高相

当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

 ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

建物 
及び 
構築物 
(百万円) 

  

機械装 
置及び 
運搬具 
(百万円) 

  

その他 
(工具 
器具備 
品他) 
(百万円) 

  
合計
(百万円)

取得価額 
相当額 7  57  297  362

減価償却 
累計額 
相当額 

6  33  218  258

中間期末 
残高 
相当額 

1  23  78  103

  

建物 
及び 
構築物
(百万円)

機械装
置及び
運搬具
(百万円)

その他
(工具
器具備
品他)
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額 - 57 184 241

減価償却 
累計額 
相当額 

- 41 145 187

中間連結 
会計期間末 
残高相当額 

- 15 38 54

建物
及び
構築物
(百万円)

機械装 
置及び 
運搬具 
(百万円) 

  

その他 
(工具 
器具備 
品他) 
(百万円) 

  
合計 
(百万円)

取得価額
相当額 7 57  255  320

減価償却
累計額 
相当額 

7 37  190  235

期末残高
相当額 0 19  64  84

取得価額相当額は、未経過リース

料中間連結会計期間末残高が固定

資産の中間連結会計期間末残高等

に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

取得価額相当額は、未経過リース

料中間連結会計期間末残高が固定

資産の中間連結会計期間末残高等

に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

 取得価額相当額の算定は、固定資

産の期末残高等に占める未経過リ

ース料期末残高の割合が低いた

め、連結財務諸表規則第15条の３

において準用する財務諸表等規則

第８条の６第２項の規定に基づ

き、支払利子込み法によっており

ます。 

 ② 未経過リース料中間連結会計

期間末残高相当額 

１年内 63百万円

１年超 39百万円

合計 103百万円

 ② 未経過リース料中間連結会計

期間末残高相当額 

１年内 34百万円

１年超 19百万円

合計 54百万円

 ② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 52百万円

１年超 32百万円

合計 84百万円

未経過リース料中間連結会計期間

末残高相当額は、固定資産の中間

連結会計期間末残高等に占めるそ

の割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

未経過リース料中間連結会計期間

末残高相当額は、固定資産の中間

連結会計期間末残高等に占めるそ

の割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

 未経過リース料期末残高相当額

は、固定資産の期末残高等に占め

るその割合が低いため、連結財務

諸表規則第15条の３において準用

する財務諸表等規則第８条の６第

２項の規定に基づき、支払利子込

み法によっております。 

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 44百万円

減価償却費 
相当額 

44百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 30百万円

減価償却費
相当額 

30百万円

 ③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 84百万円

減価償却費 
相当額 

84百万円

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

より算定しております。 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

    未経過リース料 

１年内 11百万円

１年超 47百万円

合計 58百万円

２ オペレーティング・リース取引 

    未経過リース料 

１年内 12百万円

１年超 41百万円

合計 53百万円

２ オペレーティング・リース取引 

    未経過リース料 

１年内 20百万円

１年超 37百万円

合計 58百万円



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間(平成16年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

  

当中間連結会計期間(平成17年９月30日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

  

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 

  

  
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 478 679 200

合計 478 679 200

非上場株式(店頭売買株式を除く) 228百万円

  
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 465 857 392

合計 465 857 392

非上場株式 239百万円

  
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 442 685 242

合計 442 685 242

非上場株式 231百万円



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間（平成16年９月30日） 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いており

ます。 

  

  

当中間連結会計期間（平成17年９月30日） 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いており

ます。 

  

  

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しておりますので注記の対象から除いており

ます。 

  

  

前へ     



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成16年４月１日～平成16年９月30日) 

当社及び連結子会社は、不織布製品・その付属品等の製造、加工、販売の事業を行っております。当中間連結会

計期間については、全セグメントの売上高の合計、及び営業利益の合計の金額に占める「不織布関連事業」の割合

がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日) 

当社及び連結子会社は、不織布製品・その付属品等の製造、加工、販売の事業を行っております。当中間連結会

計期間については、全セグメントの売上高の合計、及び営業利益の合計の金額に占める「不織布関連事業」の割合

がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

当社及び連結子会社は、不織布製品・その付属品等の製造、加工、販売の事業を行っております。当連結会計年

度については、全セグメントの売上高の合計、及び営業利益の合計の金額に占める「不織布関連事業」の割合がい

ずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

  



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(平成16年４月１日～平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

  

  
日本 
(百万円) 

北米
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

21,739 2,900 24,640 － 24,640

 (2) セグメント間の 
   内部売上高 

16 255 271 (271) －

計 21,756 3,156 24,912 (271) 24,640

  営業費用 20,368 2,907 23,275 (264) 23,011

  営業利益 1,387 248 1,636 (7) 1,629

  
日本
(百万円) 

北米 
(百万円) 

アジア
（百万円） 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

  売上高      

(1) 外部顧客に対する
売上高 

21,682 3,884 0 25,566 － 25,566

(2) セグメント間の 
  内部売上高 

134 211 34 380 (380) －

計 21,816 4,095 34 25,947 (380) 25,566

  営業費用 20,430 3,691 74 24,196 (392) 23,804

  営業利益 
  又は営業損失(△) 

1,386 403 △39 1,750 11 1,762

  
日本 
(百万円) 

北米
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

43,079 6,284 49,364 － 49,364

 (2) セグメント間の 
   内部売上高 

142 495 638 (638) －

計 43,222 6,780 50,002 (638) 49,364

  営業費用 40,968 6,258 47,226 (621) 46,605

  営業利益 2,253 521 2,775 (16) 2,758



(注) １ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

・国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

・各区分に属する主な国又は地域……北米：米国 ／ アジア：中国 

２ (前中間連結会計期間) 

会計処理の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間(平成16年４月１日～平成16年９月30日)より受取ロイヤルティ及び

受取販売コミッションは「営業外収益」より「売上高」に計上を変更しております。この方法の変更により、従来の方法

に比べ「日本」の売上高及び営業利益がそれぞれ69百万円増加しております。 

(前連結会計年度) 

会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日)より受取ロイヤルティ及び受取

販売コミッションは「営業外収益」より「売上高」に計上を変更しております。この方法の変更により、従来の方法に比

べ「日本」の売上高及び営業利益が172百万円ぞれぞれ増加しております。 

３ (前中間連結会計期間) 

会計処理の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間(平成16年４月１日～平成16年９月30日)より在外子会社の収益及び

費用は期中平均相場より円貨に換算する方法に変更しております。この方法の変更による影響は軽微であります。 

(前連結会計年度) 

会計処理方法の変更に記載のとおり、当連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日)より在外子会社の収益及び

費用は期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。この方法の変更により、「北米」の売上高が251百

万円、営業費用が232百万円、営業利益が19百万円増加しております。 

  



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(平成16年４月１日～平成16年９月30日) 

  

  

当中間連結会計期間(平成17年４月１日～平成17年９月30日) 

  

  

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

  

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,607 3,150 226 5,984

Ⅱ 連結売上高(百万円)   24,640

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

10.6 12.8 0.9 24.3

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 2,843 3,928 204 6,977

Ⅱ 連結売上高(百万円)   25,566

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

11.1 15.4 0.8 27.3

  アジア 北米 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 5,525 6,674 567 12,766

Ⅱ 連結売上高(百万円)   49,364

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

11.2 13.5 1.1 25.9



(注) １ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

２ 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

・国又は地域の区分の方法……地理的近接度によっております。 

・各区分に属する主な国又は地域……アジア   ：香港、台湾、韓国他 

北米    ：米国、カナダ 

その他の地域：オーストラリア、ドイツ他 

３ (前中間連結会計期間) 

会計処理の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間(平成16年４月１日～平成16年９月30日)より受取ロイヤルティ及び

受取販売コミッションは「営業外収益」より「売上高」に計上を変更しております。この方法の変更により、従来の方法

に比べ「アジア」の売上高が57百万円、「北米」の売上高が10百万円、「その他の地域」が１百万円増加しております。

(前連結会計年度) 

会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日)より受取ロイヤルティ及び受取

販売コミッションは「営業外収益」より「売上高」に計上を変更しております。この方法の変更により、従来の方法に比

べ「アジア」の売上高が144百万円、「北米」の売上高が21百万円、「その他の地域」が６百万円増加しております。 

４ (前中間連結会計期間) 

会計処理の変更に記載のとおり、当中間連結会計期間(平成16年４月１日～平成16年９月30日)より在外子会社の収益およ

び費用は期中平均相場より円貨に換算する方法に変更しております。この方法の変更による影響は軽微であります。 

(前連結会計年度) 

会計処理の変更に記載のとおり、当連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日)より在外子会社の収益および費

用は期中平均相場より円貨に換算する方法に変更しております。この方法の変更により「北米」の売上高が231百万円増

加しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

(注)１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 443円28銭 480円51銭 454円57銭 

１株当たり中間(当期)純利益 19円01銭 20円51銭 36円13銭 

   
潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 18円98銭 20円49銭 36円09銭 

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間連結損益計算書(損益計算
書)上の中間(当期)純利益 
(百万円) 

1,230 1,331 2,379 

普通株式に係る中間 
(当期)純利益(百万円) 

1,230 1,331 2,341 

普通株主に帰属しない金額の 
主要な内訳(百万円) 

  

利益処分による役員賞与 － － 38 

普通株主に帰属しない金額 
(百万円) 

－ － 38 

普通株式の期中平均株式数(株) 64,723,296 64,935,039 64,801,760 

中間(当期)純利益調整額 
(百万円) 

－ － － 

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に用いられ
た普通株式増加数の主要な内訳
(株) 

  

ストックオプション 78,780 57,782 73,507 

普通株式増加数（株） 78,780 57,782 73,507 



(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

同左 同左 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ流動資産          

 １現金及び預金   3,174   2,348 2,482   

 ２受取手形   2,435   1,685 1,960   

 ３売掛金   9,262   9,547 9,448   

 ４たな卸資産   4,275   4,565 4,585   

 ５繰延税金資産   461   337 467   

 ６その他   2,843   2,547 3,187   

  貸倒引当金   △337   △76 △177   

   流動資産合計    22,114 45.4 20,956 44.6   21,956 45.6

Ⅱ固定資産          

 １有形固定資産 ※１        

  (1)建物 ※２ 5,708   5,462 5,624   

  (2)機械及び装置 ※２ 3,881   3,590 3,823   

  (3)土地 ※２ 2,472   2,461 2,509   

  (4)その他 ※２ 1,034   1,069 912   

  有形固定資産計   13,096   12,585 12,870   

 ２無形固定資産   422   404 407   

 ３投資その他の資産          

  (1)投資有価証券   899   1,090 900   

  (2)関係会社株式   7,452   7,369 7,369   

  (3)繰延税金資産   2,091   1,715 1,816   

  (4)その他   2,769   2,980 2,933   

   貸倒引当金   △90   △82 △81   

  投資その他の資産計   13,122   13,073 12,938   

固定資産合計    26,641 54.6 26,062 55.4   26,216 54.4

資産合計    48,755 100.0 47,018 100.0   48,173 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ流動負債          

 １支払手形   736   919 1,157   

 ２買掛金   4,250   4,199 4,648   

 ３短期借入金   7,435   5,060 5,455   

 ４一年以内返済予定の 
  長期借入金 ※２ 80   80 80   

 ５未払金   -   1,535 1,846   

 ６未払法人税等   513   227 463   

 ７賞与引当金   568   610 748   

 ８その他 ※ ４ 2,041   415 405   

流動負債合計    15,624 32.0 13,049 27.8   14,804 30.7

Ⅱ固定負債          

 １長期借入金 ※２ 2,340   2,260 2,300   

 ２退職給付引当金   3,858   3,586 3,799   

 ３役員退職慰労引当金   193   - 219   

 ４その他   408   849 458   

固定負債合計    6,800 14.0 6,695 14.2   6,777 14.1

負債合計    22,424 46.0 19,744 42.0   21,581 44.8

(資本の部)          

Ⅰ資本金    9,816 20.1 9,816 20.9   9,816 20.4

Ⅱ資本剰余金          

１資本準備金   7,409   7,409 7,409   

２その他資本剰余金   3   4 4   

    資本剰余金合計    7,412 15.2 7,413 15.8   7,413 15.4

Ⅲ利益剰余金          

 １利益準備金   1,078   1,078 1,078   

 ２任意積立金   6,533   6,533 6,533   

 ３中間(当期)未処分 
利益   1,473   2,288 1,689   

    利益剰余金合計    9,085 18.6 9,900 21.1   9,301 19.3

Ⅳその他有価証券評価差 
額金    104 0.2 221 0.4   131 0.2

Ⅴ自己株式    △87 △0.1 △77 △0.2   △71 △0.1

資本合計    26,331 54.0 27,273 58.0   26,591 55.2

負債資本合計    48,755 100.0 47,018 100.0   48,173 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ売上高    19,135 100.0 19,284 100.0   38,224 100.0

Ⅱ売上原価    15,088 78.8 15,040 78.0   30,281 79.2

  売上総利益    4,047 21.2 4,243 22.0   7,942 20.8

Ⅲ販売費及び一般管理費    3,326 17.4 3,291 17.1   6,688 17.5

  営業利益    721 3.8 952 4.9   1,254 3.3

Ⅳ営業外収益 ※１  553 2.8 512 2.7   923 2.3

Ⅴ営業外費用 ※２  137 0.7 114 0.6   286 0.7

  経常利益    1,136 5.9 1,350 7.0   1,891 4.9

Ⅵ特別利益    11 0.1 33 0.2   65 0.2

Ⅶ特別損失 ※３  32 0.2 173 0.9   282 0.7

税引前中間(当期) 
純利益    1,115 5.8 1,210 6.3   1,674 4.4

  法人税、住民税 
  及び事業税   438   149 336   

  法人税等調整額   △49 389 2.0 170 319 1.7 200 537 1.4

  中間(当期)純利益    726 3.8 891 4.6   1,136 3.0

  前期繰越利益    747 1,396   747 

  中間配当額    - -   194 

  中間(当期)未処分利益    1,473 2,288   1,689 

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及

び評価方法 

 (1) 有価証券 

子会社株式及び関連

会社株式 

   …移動平均法による

原価法によってお

ります。 

 (1) 有価証券 

子会社株式及び関連

会社株式 

…同左 

 (1) 有価証券 

子会社株式及び関連

会社株式 

…同左 

     その他有価証券 

    時価のあるもの 

   …中間会計期間末日

の市場価格等に基

づく時価法(評価

差額は全部資本直

入法により処理

し、売却原価は移

動平均法により算

定)によっており

ます。 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

…同左 

   その他有価証券 

    時価のあるもの 

   …期末日の市場価格

等に基づく時価法

(評価差額は全部

資本直入法により

処理し、売却原価

は、移動平均法に

より算定)によっ

ております。 

      時価のないもの 

   …移動平均法による

原価法によってお

ります。 

    時価のないもの 

…同左 

    時価のないもの 

…同左 

   (2) デリバティブ取引 

時価法によっており

ます。 

 (2) デリバティブ取引 

同左 

 (2) デリバティブ取引 

同左 

   (3) たな卸資産 

総平均法による原価

法によっておりま

す。 

 (3) たな卸資産 

同左 

 (3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償

却の方法 

 (1) 有形固定資産 

建物(附属設備を除

く)は定額法、その

他の有形固定資産は

定率法によっており

ます。 

なお、主な耐用年数

は、建物 38年～ 50

年、機械及び装置９

年であります。 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (1) 有形固定資産 

同左 

   (2) 無形固定資産 

定額法によっており

ます。 

なお、自社利用のソ

フトウェアについて

は、社内における見

込み利用可能期間

(５年)による定額法

によっております。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準  (1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる

損失に備えるため、

一般債権については

貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定

の債権については個

別に債権の回収可能

性を検討して回収不

能見込額を計上して

おります。 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

   (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給

する賞与の支出に充

てるため支給見込額

により計上しており

ます。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

同左 

   (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当期末

における退職給付債

務及び年金資産の見

込額に基づき、当中

間会計期間末におい

て発生していると認

められる額を計上し

ております。 

過去勤務債務につい

ては、その発生時の

従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の

年数(５年)による定

額法により費用処理

しております。 

数理計算上の差異

は、各事業年度の発

生時における従業員

の平均残存勤務期間

以内の一定の年数

(10年)による定額法

により按分した額を

それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理

しております。 

 (3) 退職給付引当金 

同左 

 (3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当期末

における退職給付債

務及び年金資産の見

込額に基づき計上し

ております。 

過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以

内の一定の年数(５

年)による定額法に

より費用処理してお

ります。 

数理計算上の差異

は、その発生時の従

業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年

数(10年)による定額

法により按分した額

をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処

理しております。 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

   (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の

支給に備えるため、

内規に基づく中間期

末 支 給 見 込 額 の

100％を計上してお

ります。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

――――― 

  

  

  

  

  

(追加情報) 

      役員の報酬制度改正

の一環として、平成

17年６月29日開催の

第59回定時株主総会

において役員退職金

制度を廃止するとと

もに、重任する役員

に対しては当該総会

までの期間に対応す

る役員退職金を当該

重任役員の退職時に

支給することが承認

されました。これに

伴い、当該総会まで

の期間に対応する重

任役員の退職金相当

額については長期未

払金として固定負債

「その他」に振替え

ております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の

支給に備えるため、

内規に基づく期末支

給見込額の100％を

計上しております。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準 

外貨建債権債務は、中間会

計期間末日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理して

おります。 

同左 外貨建債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益

として処理しております。 

５ リース取引の処理

方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

同左 同左 

６ ヘッジ会計の方法  ① ヘッジ会計の方法 

      原則として繰延ヘッ

ジ処理によっており

ます。なお、特例処

理の要件を満たして

いる金利スワップに

ついては特例処理を

採用しております。 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

 ① ヘッジ会計の方法 

同左 

   ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

      ヘッジ手段：金利ス

ワップ 

   ヘッジ対象：借入金 

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ

対象 

同左 

   ③ ヘッジ方針 

借入金の金利変動リ

スクを回避する目的

で金利スワップを行

っており、ヘッジ対

象の識別は個別契約

ごとに行っておりま

す。 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

同左 

   ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

ヘッジ対象のキャッ

シュ・フロー変動の

累計又は相場変動と

ヘッジ手段のキャッ

シュ・フロー変動の

累計又は相場変動を

半期毎に比較し、両

者の変動額等を基礎

にして、ヘッジ有効

性を評価しておりま

す。ただし、特例処

理によっている金利

スワップについて

は、有効性の評価を

省略しております。 

 ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

同左 

 ④ ヘッジ有効性評価の

方法 

同左 



  

  

会計処理の変更 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

７ その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項 

①消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税

抜方式によっておりま

す。 

①消費税等の会計処理 

同左 

①消費税等の会計処理 

同左 

  ②連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用して

おります。 

②連結納税制度の適用 

同左 

②連結納税制度の適用 

同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（売上の計上基準） 

従来、受取ロイヤルティ及び受取販

売コミッションについては、「営業

外収益」に計上しておりましたが、

当中間会計期間から「売上高」に含

めて計上することに変更しておりま

す。この変更は、当該収入が当社の

営業活動の成果であり、また、積極

的な海外展開、生産子会社の事業の

拡大等により金額的に重要性が高ま

ったことから、損益をより明確に区

分表示するために行ったものであり

ます。この変更により、従来の方法

によった場合に比べ、「売上高」及

び「営業利益」は117百万円増加

し、「営業外収益」は同額減少しま

したが、「経常利益」及び「税引前

中間(当期)純利益」は影響ありませ

ん。 

――――― （売上の計上基準） 

従来、受取ロイヤルティ及び受取販

売コミッションについては、「営業

外収益」に計上しておりましたが、

当事業年度から「売上高」の「その

他の営業収益」に含めて計上するこ

とに変更しております。この変更

は、当該収入が当社の営業活動の成

果であり、また、積極的な海外展開

により金額的に重要性が高まったこ

とから、損益をより明確に区分表示

するために行ったものであります。

この変更により、従来の方法によっ

た場合に比べ、「売上高」及び「営

業利益」は271百万円増加し、「営

業外収益」は同額減少しましたが、

「経常利益」及び「税引前当期純利

益」に影響はありません。 

――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日)）及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日）を適用しております。 

これにより税引前中間純利益は109

百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接減額してお

ります。 

――――― 



表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間において投資その他の資産の「投資有

価証券」に含めて表示しておりました「関係会社株

式」は、当中間会計期間より区分掲記することとしま

した。なお、前中間会計期間の投資その他の資産の

「投資有価証券」に含まれる「関係会社株式」は

7,712百万円であります。 

――――― 

――――― (中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間において流動負債の「その他」に含め

て表示しておりました「未払金」は重要性が増加した

ため、当中間会計期間より区分掲記することとしまし

た。なお、前中間会計期間の流動負債の「その他」に

含まれる「未払金」は1,794百万円であります。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

  額 37,761百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

  額 37,443百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計 

額 37,125百万円

※２ 担保に供している資産及びそ

の対応債務 

建物 3,502百万円

機械及び装置 2,148百万円

土地 207百万円

その他 489百万円

計 6,348百万円

※２ 担保に供している資産及びそ

の対応債務 

建物 3,420百万円

機械及び装置 2,088百万円

土地 207百万円

その他 488百万円

計 6,206百万円

※２ 担保に供している資産及びそ

の対応債務 

建物 3,472百万円

機械及び装置 2,216百万円

土地 207百万円

その他 465百万円

計 6,362百万円

上記物件については工場財団を組成

し、長期借入金340百万円及び一年

以内返済予定の長期借入金80百万円

の担保に供しております。 

上記物件については工場財団を組成

し、長期借入金260百万円及び一年

以内返済予定の長期借入金80百万円

の担保に供しております。 

上記物件については工場財団を組成

し、長期借入金300百万円及び一年

以内返済予定の長期借入金80百万円

の担保に供しております。 

 ３ 主な偶発債務 

   債務保証 

  ① 保証債務 

 ３ 主な偶発債務 

   債務保証 

  ① 保証債務 

 ３ 主な偶発債務 

   債務保証 

  ① 保証債務 

  1) フロイデンベルグ＆バイリ

ーンノンウーブンズ(スー

チョウ)カンパニーリミテ

ッド 

    284百万円 

    (US$2,500,000)(借入金) 

    (US$62,339)(仕入債務)    

  1) フロイデンベルグ＆バイリ

ーンノンウーブンズ(スー

チョウ)カンパニーリミテ

ッド 

    305百万円 

    (US$2,500,000)(借入金) 

    (US$200,000)(仕入債務) 

 1) フロイデンベルグ＆バイリ

ーンノンウーブンズ(スー

チョウ)カンパニーリミテ

ッド 

289百万円 

    (US$2,500,000)(借入金) 

    (US$200,000)(仕入債務)   

  2) バイアムマニファクチュア

リングインコーポレーテッ

ド 

    944百万円 

    (US$8,507,528)(借入金) 

  2) バイアムマニファクチュア

リングインコーポレーテッ

ド 

    683百万円 

    (US$6,042,862.17)(借入金) 

  2) バイアムマニファクチュア

リングインコーポレーテッ

ド 

    877百万円 

    (US$8,175,593.65)(借入金) 

  3) コリアバイリーンカンパニ

ーリミテッド 

     678百万円 

   (Won7,000,000,000)(借入金) 

  3)   ―――――   3) コリアバイリーンカンパニ

ーリミテッド 

     318百万円 

    (Won3,000,000,000)(借入金) 

  4) ㈱オートマジカ 

    365百万円(借入金) 

  4) ㈱オートマジカ 

    199百万円(借入金) 

  4) ㈱オートマジカ 

    332百万円(借入金) 

  (注) 当社のほか２社で連帯保

証を行っております。 

  (注) 当社のほか２社で連帯保

証を行っております。 

なお、連帯債務者２社と

の間の平成17年３月31日

付合弁解消契約により、

実質的に当社の債務負担

が発生する可能性は低い

と考えております。 

  (注) 当社のほか２社で連帯保

証を行っております。 

  5) 当社従業員 

    6百万円(借入金) 

  5) 当社従業員 

    5百万円(借入金) 

  5) 当社従業員 

    5百万円(借入金) 



  

  
  

(中間損益計算書関係) 

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

  ② 保証予約 

  1) フロイデンベルグ＆バイリ

ーンインターナショナルリ

ミテッド 

    0百万円 

    (HK$9,548)(借入金) 

  ② 保証予約 

  1) フロイデンベルグ＆バイリ

ーンインターナショナルリ

ミテッド 

    6百万円 

    (HK$433,052.81)(借入金) 

  ② 保証予約 

  1) フロイデンベルグ＆バイリ

ーンインターナショナルリ

ミテッド 

    34百万円 

    (HK$2,500,936.03)(借入金) 

  2) フロイデンベルグ＆バイリ

ーンノンウーブンズ(スー

チョウ)カンパニーリミテ

ッド 

    226百万円 

  

      (US$2,000,000)(借入金)   

※４ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

その他に含めて表示しており

ます。 

※４ 消費税等の取扱い 

同左 

――――― 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 7百万円

受取配当金 407百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 4百万円

受取配当金 356百万円

※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 12百万円

受取配当金 666百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 67百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 60百万円

※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 135百万円

――――― ※３ 特別損失の主要項目 

当社は、以下の資産グループについ

て減損損失を計上しております。 

当社は、事業用資産を製品分野別に

グルーピングし、将来の使用が見込

まれない資産及び売却予定資産につ

いては個別の資産グループとして取

扱っております。上記資産について

は市場価格が著しく下落しているこ

とから、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失

（109百万円）として特別損失に計

上しております。減損損失の内訳

は、建物 62百万円、土地 47百万円

であります。なお当資産グループの

回収可能価額は正味売却価額により

測定しており、固定資産税評価額等

に基づき評価しております。 

減損損失 109百万円

場所 用途 種類

長野県 
佐久穂町 

売却予定資産
土地
建物 

福岡県 
粕谷町 

売却予定資産
土地
建物 

――――― 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 638百万円

無形固定資産 80百万円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 597百万円

無形固定資産 59百万円

 ４ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,317百万円

無形固定資産 145百万円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

会計期間末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引に係る注記 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  

  
建物 

(百万円)   

その他 
(工具器具
備品他) 
(百万円) 

  
合計 

(百万円)

取得価額 
相当額 7  274  282

減価償却 
累計額 
相当額 

6  200  206

中間期末 
残高 
相当額 

1  74  75

  
建物
(百万円)

その他
(工具器具
備品他)
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額 
相当額 - 150 150

減価償却 
累計額 
相当額 

- 126 126

中間会計 
期間末 
残高 
相当額 

- 23 23

  

建物 

(百万円)

その他 
(工具器具
備品他) 
(百万円) 

  
合計 

(百万円) 

取得価額
相当額 7 215  223

減価償却
累計額 
相当額 

7 170  177

期末残高
相当額 0 45  45

  取得価額相当額の算定は、有形

固定資産の中間期末残高等に占

める未経過リース料中間期末残

高の割合が低いため、中間財務

諸表等規則第５条の３において

準用する財務諸表等規則第８条

の６第２項の規定に基づき、支

払利子込み法によっておりま

す。 

  取得価額相当額の算定は、有形

固定資産の中間会計期間末残高

等に占める未経過リース料中間

会計期間末残高の割合が低いた

め、中間財務諸表等規則第５条

の３において準用する財務諸表

等規則第８条の６第２項の規定

に基づき、支払利子込み法によ

っております。 

  取得価額相当額の算定は、固定

資産の期末残高等に占める未経

過リース料期末残高の割合が低

いため、財務諸表等規則第８条

の６第２項の規定に基づき、支

払利子込み法によっておりま

す。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額 

 一年以内 51百万円

 一年超 23百万円

 合計 75百万円

② 未経過リース料中間会計期間末

残高相当額 

 一年以内 20百万円

 一年超 3百万円

 合計 23百万円

② 未経過リース料期末残高相当額 

  

一年以内 36百万円

一年超 9百万円

合計 45百万円

  未経過リース料中間期末残高相

当額の算定は、有形固定資産の

中間期末残高等に占めるその割

合が低いため、中間財務諸表等

規則第５条の３において準用す

る財務諸表等規則第８条の６第

２項の規定に基づき、支払利子

込み法によっております。 

  未経過リース料中間会計期間末

残高相当額の算定は、有形固定

資産の中間会計期間末残高等に

占めるその割合が低いため、中

間財務諸表等規則第５条の３に

おいて準用する財務諸表等規則

第８条の６第２項の規定に基づ

き、支払利子込み法によってお

ります。 

  未経過リース料期末残高相当額

は、固定資産の期末残高等に占

めるその割合が低いため、財務

諸表等規則第８条の６第２項の

規定に基づき、支払利子込み法

によっております。 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

 支払リース料 37百万円

 減価償却費 
 相当額 

37百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

 支払リース料 22百万円

 減価償却費
 相当額 

22百万円

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 67百万円

減価償却費
 相当額 

67百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間(平成16年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度(平成17年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  



(１株当たり情報) 
  

(注)１株当たり中間(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 406円05銭 420円02銭 409円02銭 

１株当たり中間(当期)純利益 11円22銭 13円72銭 17円03銭 

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 

11円21銭 13円71銭 17円02銭 

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

中間損益計算書(損益計算書)上 
の中間(当期)純利益(百万円) 

726 891 1,136 

普通株式に係る中間 
(当期)純利益(百万円) 

726 891 1,103 

普通株主に帰属しない金額の 
主要な内訳(百万円) 

  

利益処分による役員賞与金 ― ― 33 

普通株主に帰属しない金額 
(百万円) 

― ― 33 

普通株式の期中平均株式数(株) 64,723,296 64,935,039 64,801,760 

中間(当期)純利益調整額 
(百万円) 

― ― ― 

潜在株式調整後１株当たり中間
(当期)純利益の算定に用いられ
た普通株式増加数の主要な内訳
(株) 

  

ストックオプション 78,780 57,782 73,507 

普通株式増加数(株) 78,780 57,782 73,507 



(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

第60期(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)中間配当については、平成17年11月21日開催の取締役会に

おいて、平成17年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間

配当を行うことを決議いたしました。 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

  

  

同左 同左 

① 中間配当金の総額 259百万円

② １株当たり中間配当金 4円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成17年12月９日



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第59期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

 

日本バイリーン株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本バ

イリーン株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日

から平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日本バイリーン株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更① 売上の計上基準に記載されているとおり、会社は受取ロイヤルティ及び受取販売コミッションに

ついて、従来「営業外収益」に計上していたが、当中間連結会計期間から「売上高」に含めて計上することに変更し

た。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

平成16年12月９日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  村  上  眞  治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  福  田  昭  英  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

 

日本バイリーン株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本バ

イリーン株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日本バイリーン株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準が適用され

ることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

  

平成17年12月９日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  村  上  眞  治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  大  中  康  行  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

 

日本バイリーン株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本バ

イリーン株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第59期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本バイリーン株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は受取ロイヤルティ及び受取販売コミッションについて、従来「営業

外収益」に計上していたが、当中間会計期間から「売上高」に含めて計上することに変更した。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

平成16年12月９日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  村  上  眞  治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  福  田  昭  英  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

 

日本バイリーン株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本バ

イリーン株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第60期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本バイリーン株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準が適用されるこ

ととなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

平成17年12月９日

取締役会 御中 

監査法人 トーマツ   

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  村  上  眞  治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  大  中  康  行  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しております。 
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